
 

【直近１年間での消費生活トラブルの経験】 

【直近１年間での消費生活トラブルの内容】（複数回答） 

商品やサービスの内容
 （実際の商品が表示や広告と違ったなど）

商品やサービスの価格
 （「特別価格」や「期間限定」がウソだったなど）

商品やサービスの販売方法
 （執拗な勧誘、虚偽の説明、脅される、契約をせかされるなど）

架空・不当請求

 （身に覚えのない料金請求、不当な料金請求など）

食品の安全性

 （賞味期限切れ、産地・原材料の偽装、異物混入など）

解約・中途解約

 （高額な解約料を請求されたなど）

商品やサービスの安全性

 （ケガや病気になったなど）

その他
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平成２８年３月２８日 

生 活 文 化 局 

東京都では、都民の消費生活における意識や行動について把握し、今後の施策展開の参考とする

ため、都内に住む 20 歳以上の男女 3,000 人を対象に「都民の消費生活に関する意識調査」を実

施しました。その結果をお知らせします。 

 

【調査結果のポイント】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

直近 1 年間で１５％の人が消費生活トラブルを経験 

 直近１年間での消費生活トラブルの経

験について尋ねたところ、15.2％の人が

消費生活トラブルの経験があった。トラブ

ルの経験がなかった人は84.8％。 

（概要版Ｐ８） 

n = 3000 ％

トラブル経験

あり

15.2

トラブル経験

なし

84.8

トラブルの内容は、 

「商品やサービスの内容（実際の商品が表示や広告と違ったなど）」が約 5割 

商品やサービスの内容 
（実際の商品が表示や広告と違ったなど） 

商品やサービスの価格 
（「特別価格」や「期間限定」がウソだったなど） 
 
商品やサービスの販売方法（執拗な勧誘、虚
偽の説明、脅される、契約をせかされるなど） 
 
架空・不当請求（身に覚えのない料金請求、 
不当な料金請求など） 

 食品の安全性（賞味期限切れ、産地・原材料
の偽装、異物混入など） 
 解約・中途解約 
（高額な解約料を請求されたなど） 
 
商品やサービスの安全性 
（ケガや病気になったなど） 

その他 

消費生活トラブ

ルの内容は、「商品

やサービスの内容」

が47.1％で最も高

い。以下、「商品や

サービスの価格」が

25.2％、「商品やサ

ービスの販売方法」

が 18.2％と続く。

（概要版 P９） 



 

【消費生活トラブルの原因となった商品・サービスの販売形態】（複数回答） 

通信販売

 （カタログ、テレビ、インターネット等で購入した）

店舗販売

電話勧誘販売

 （自宅等に事業者から勧誘電話がかかってきた）

キャッチセールス
 （路上で声をかけられて、店舗等に連れて行かれた）

訪問販売
 （自宅等に事業者が訪ねてきた）

アポイントメントセールス
 （販売目的を告げられず電話等で店舗や喫茶店に呼び出された）

その他

わからない
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【消費生活センター等の認知 『東京都』または『区市町村』】 

n = 3000 ％

知っている

38.7

内容までは知

らないが、名

前は知ってい

る
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※調査結果の概要は、別添資料を御覧ください。 

※調査結果報告書（全文）は、こちらを御覧ください。⇒「東京くらし WEB」 http://www.shouhiseikatu.metro.tokyo.jp/ 

 

【資 料】 
 

 

調査対象：東京都内に住む 20 歳以上の男女 3,000 人 

調査期間：平成 27 年 12 月４日から同月８日まで 

調査方法：インターネットアンケート 

 

 

調査実施の概要 

消費生活トラブルの

原因となった商品・サ 

ービスの販売形態を尋

ねたところ、「通信販売」

が最も高く 43.4％。 

以下、「店舗販売」が

25.4％、「電話勧誘販

売」が 14.7％と続く。

（概要版 P９） 

 

トラブルの原因となった商品・サービスの販売形態は、「通信販売」が約 4割 

通信販売 
（カタログ、テレビ、インターネット等で購入した） 

店舗販売 
電話勧誘販売（自宅等に事業者から勧誘電話
がかかってきた） 

 キャッチセールス（路上で声をかけられて、 
店舗等に連れて行かれた） 
訪問販売 
（自宅等に事業者が訪ねてきた） 

アポイントメントセールス（販売目的を告げら 
れず電話等で店舗や喫茶店に呼び出された） 
 
その他 

わからない 

消費生活センター等の認知は約８割 

消費生活センター等の認知について尋ね

たところ、『東京都の消費生活センター』ま

たは『お住まいの区市町村の消費生活セン

ターや消費生活相談窓口』のいずれかの認

知は、知っている計（「知っている」＋「内

容までは知らないが、名前は知っている」）

が 81.8％であった。 

（概要版 P12） 

 

問合せ先：生活文化局消費生活部企画調整課  

（電話）０３－５３８８－３０７６ 


